
東かがわ市教育基本計画に
基づく主要な取組        
基本方針１　地域全体で教育の向上に取組む
１―①　家庭の教育力の向上を図る
【施策】家庭の教育力の向上に向けた総合的な取組
	事　業　名
	内　　　　　容

	親育ちプログラム(NP)事業

（生涯学習課）

（子育て支援課）
（教育支援センター）
	保護者同士がつながりをつくり、参加者がそれぞれのもつ問題の解決に向けて積極的に参加できるプログラムを実施する。保護者が自信をもって安心して子育てが出来るよう、家庭教育への支援の強化を図る。

	平成25年度実施内容
	１歳から就学前の子どもを持つ保護者を対象とし、９月１０日

から毎週火曜日に、テキストを基にしたサロン・ド・マミーズを
合計８回実施した。
定員１４名に対し１２名の参加があり、例年と同程度（平成２２年度　１２名、平成２３年度　１４名、平成２４年度　１３名)の参加者数であった。
ファシリテーターは、養成講座を受講した教育支援センター及び子育て支援課の職員２名が担当した。
※ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ：会の運営管理者で中立的な立場から学習や気づきを促す教育スタッフ

	成果向上に向けた今後の取組
	事業名称は、県や他市町でも同様の事業名称で実施されており、引き続き使用したい。なお、事業参加対象者には、事業目的や内容が理解しやすいよう案内チラシ等を工夫する。

また、この事業の受講者が、新たに悩みを持つ保護者に、助言や話を聞いてあげられるようなサークルや自発的なグループ活動が起こるよう支援する。

	
	

	家庭教育学級開設事業

（生涯学習課）
	生涯学習や子育て支援、家庭教育に関する学習の機会を拡充し、保護者が子育てに関するさまざまな課題に対処できるよう、親としての教育力を高めるとともに、相互の交流や情報交換を図る。

	平成25年度実施内容
	全保育所・幼稚園・小学校（１８施設）で家庭教育学級を開設した。プログラムはグループ相談事業等の中からの選択及び人権研修を必修として加えることとした。　　
市ＰＴＡ連絡協議会、市子ども会育成連絡協議会との共催による合同講演会を開催した。

	成果向上に向けた今後の取組
	引き続き、参加者にアンケートをとり、保護者が興味を持つようなメニューの助言等を行うよう努めるとともに参加しやすい工夫を施設と連携を密にしていく。
生活習慣については、「教育の原点は家庭にある」という視点に立ち、保護者への自覚を促すような啓発等が必要である。


【施策】幼稚園等を活用した子育ての支援

	事　業　名
	内　　　　　容

	家庭教育学級強化事業
⇒家庭教育学級支援事業
（子育て支援課）
	家庭の教育力の向上や子育て支援を目的として、子育てに関する講演会や学習会を家庭教育学級で実施する。

今後、研修内容として食育教育や相談事業を特に強化して実施する。

※家庭教育学級支援事業に名称変更する。

	平成25年度実施内容
	全幼稚園で学級が開設されており、各園で年間９回～１５回実施した。

内容は全９０回うち、地域の人と連携・協力を得て行う学習　　３６回、食育学習３０回、子育ての悩み、情報交換、ネットワークの形成を目的とした学習２４回である。

園では、保護者代表を中心に参加しやすいテーマで創意工夫のもと学習機会を提供することで、保護者の参加率の向上につながった。また、家庭の果たす役割を再認識できた。

	成果向上に向けた今後の取組
	開催日時を考慮し、家庭教育の支援として、家族で積極的に参加できる「学べる場」となるよう、継続的に園、家庭、地域が連携して子育てに関する意識を高めていく。



１―②　家庭・学校・地域の連携・協力を強化し、地域全体の教育力の向上を図る
【施策】地域ぐるみで学校を支援し子どもたちを育む活動
	事　業　名
	内　　　　　容

	ボランティア活動事業
（学校教育課）
	各校でボランティア活動に取り組んでもらえる人材を募集し、子どもたちとともに活動する場を設けることで、地域・学校・保護者をつなぎ、地域ぐるみで子どもたちを育む。

	平成25年度実施内容
	全小学校と２中学校で読み聞かせや登下校時の見守り活動、教科等の学習（プリムラ苗植え、サトウキビ栽培、陶芸、草木染め等）、海岸清掃などを行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	「学校支援ボランティア推進事業」に統合し、学校に必要なボランティア活動について、広く人材の募集を行う。


	学校支援ボランティア推進事業

（生涯学習課）
	地域住民がボランティアとして学校の教育活動を支援する「学校支援地域本部」を設置し、地域全体で学校教育を支援する体制づくりを行う。

	平成25年度実施内容
	引田小学校、引田中学校、三本松小学校の３校で実施し、通学、クラブ活動、学校行事、読書ボランティア、環境整備の支援を行った。
引田中学校では、生徒が読み聞かせのワークショップを受け、引田小学校の児童に読み聞かせをするなど、支援を受けるだけでなく、その後の活動にも広がりが見られる。また、三本松小学校のクラブ活動の支援では、専門の先生を招くことでより高度な技術を習得できる機会を得ることができた。
今年度から、三本松小学校にコーディネーターを専属配置した。支援実施日数は、２３２日で、管理職や教職員との信頼関係が築かれ、学校のニーズに的確に応えられる体制が整ってきている。

	成果向上に向けた今後の取組
	現在３校で実施しているが、さらに未実施の学校に拡大していく。
今後、多様化する学校教育のニーズに対応するため、公民館講座などを含めた人材情報の整理を進めていく必要がある。


【施策】家庭・地域と一体になった学校の活性化
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校活性化事業
（学校教育課）
	運動会や文化祭等、学校で開催する行事について、家庭、地域、自治会等の協力のもと一体化感をもって推進する。

	平成25年度実施内容
	運動会で地域との合同競技等の実施、マラソン大会への協力、地域住民とともに竹細工やわら細工等の伝承細工の実施、文化祭の合同実施、地域施設や保護者の協力により生活科や総合的な学習等の学びを深めた。体育の授業におけるラジオ体操の指導を積極的に行い、夏休みのラジオ体操でも地域や保護者との連携を図り、体力づくりの啓発を行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	今後も運動会等の学校行事だけでなく、道徳や教科等の学習においても家庭・地域との連携を深めることができるよう調整する。


【施策】放課後や週末の子どもたちの体験・交流活動等の場づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	わくわくチャレンジ教室開催事業

（生涯学習課）
	土曜日を中心に、小中学生を対象として、市民等が講師となり各種教室を開催・運営する。参加している子どもたちが、講師や学校・学年の違う子どもたちと交流しながら、各種の体験を通して、児童生徒に自主性や社会性を育くむ機会の充実を図る。

	平成25年度実施内容
	小中学校の児童生徒１４５名が参加し、料理教室、お茶・お花教室など１０教室を開講し、年間開催延べ回数は、１４５回であった。

	成果向上に向けた今後の取組
	日本の伝統文化の体験を核とした事業を継続するとともに、子どもたちが自主性や社会性を育て、豊かな心を育むよう健全育成に努める。
各中学校区ごとの教室の開講や教室種目の追加など、参加しやすい環境づくりを整えていく。加えて、公民館まつり等への出品以外にも、児童生徒の成果発表の機会づくりに努める。
また、土曜日授業運営事業と少年少女発明クラブ開催事業等、土曜日開催の行事について日程調整を図っていく。

	

	少年少女発明クラブ開催事業

（生涯学習課）
	子どもたちが科学的な発想のもとに創意工夫に基づく製作活動を行う場を提供し、適切な助言のもと科学的な見方や考え方及び自主性を育てる。また、作品を完成させる喜びを味わうことで、豊かな人間形成に寄与する。

	平成25年度実施内容
	毎月第２･４土曜日に白鳥本町コミュニティセンターにおいて、会員１４名・指導員１４名で、実施した。
「第６９回香川の発明くふう展」での入賞に向け、それぞれが意欲的に作品づくりを行い、香川県知事賞１名、香川県教育委員会教育長賞１名、東かがわ市長賞１名それぞれ受賞した。

	成果向上に向けた今後の取組
	「ものづくり」に親しむ環境・機会を維持し、より多くの子どもたちに広がるよう、指導体制の充実と興味を持つ新しいテーマを取り入れていけるよう、人材の拡充を行うとともに、周知広報に努める。
土曜日授業やわくわくチャレンジ教室等、他の事業との日程調整を図っていく。

	

	放課後子どもプラン事業

（生涯学習課）
	放課後や週末等に子どもたちが安全で安心して、健やかに育まれるよう放課後子ども教室と放課後児童クラブを連携して実施する。
放課後や週末等の子どもたちの適切な遊びや生活の場を確保したり（放課後児童クラブ）、地域の人材の参画を得ながら、学習やスポーツ、文化活動、市民との交流活動などの取り組みを実施（放課後子ども教室）する。

	平成25年度実施内容
	引田小学校区では、放課後児童クラブ、放課後子ども教室を一体的に実施し、コーデイネーターを２人体制にした。

本年度から、大内小学校（誉水小教室及び丹生小教室は学校再編により廃止）で子ども教室を連携して実施し、その他３校区では子ども教室と児童クラブを分離して実施した。
放課後子ども教室登録児童は、２４８人、児童クラブは１６２人で、うち重複登録者は１０９人であった。
子ども教室の学習アドバイザー登録は９６人、安全管理員登録は７６人であった。
教室は、引田小学校延べ２４１回、福栄小学校延べ３９回、三本松小学校延べ４２回、大内小学校延べ１２６回開催された。　

	成果向上に向けた今後の取組
	今後、「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴い、放課後児童クラブの受入対象年齢が全学年に引き上げられることもあり、保護者が求めている放課後の子どもたちの活動や居場所づくりへの意向を把握して、より充実した取り組みとなるよう、事業の見直しを行う。


	放課後児童健全育成事業

（子育て支援課）
	放課後の子どもの居場所として、遊具等の充実を図り安全で安心な環境を確保する。今後も待機児童をつくらないことを目指す。

	平成25年度実施内容
	　大内小学校放課後児童クラブを開始した。本町小学校の児童を受け入れている「まつばら児童館」にすべり台を設置し、空調設備の取替工事を行うなど遊具や備品の整備を行った。家庭に代わる居場所として、できるだけ子どもが落ち着ける環境づくりに配慮した。

	成果向上に向けた今後の取組
	　平成２７年度の「子ども・子育て支援新制度」施行に向け、児童の受入年齢引上げや体制整備について検討する。


【施策】青少年を有害環境から守るための取組
	事　業　名
	内　　　　　容

	有害環境対策推進事業

（生涯学習課）
	　青少年の携帯電話やスマートフォン等情報端末機器の適切な利用(フィルタリングの利用普及)について、学習会の開催など広報啓発活動を行う。　
さらに携帯電話やスマートフォン等のソフト利用のトラブルに関して、「ネットアドバイザー(県教委)」の役割等を周知し、相談を促進する。

	平成25年度実施内容
	市広報紙１月号で『インターネット時代の子育てポイント～スマートフォンの利用～』と題し、「利用時期の見極め」「適切な安全対策」「保護者の見守り…ペアレンタルコントロール」についての広報を行った。
小学校６年生保護者、市ＰＴＡ母親代表委員を対象に、携帯電話の危険性について「さぬきっ子、安全・安心ネット指導員」によるネット学習会を開催した。
市内のＪＲ４駅に設置している白ポストをチェックし、有害雑誌等の回収を月２回実施した。有害雑誌等の回収は、有害雑誌533冊、有害ＤＶＤ252枚、有害ＶＴＲ125本枚を数えた。対前年と回収状況を比較すると、有害雑誌が97％、有害ＤＶＤが75％、有害ＶＴＲテープが152％であった。

	成果向上に向けた今後の取組
	「香川県青少年保護育成条例」の改正(平成２４年４月１日施行。有害情報等の閲覧制限解除条件の厳格化）について、引き続き、広報啓発活動を実施をする。
保護者を対象とした携帯電話等の安全適切な使用についての学

習会により多くの保護者が参加するよう、学校、市ＰＴＡ連絡協議会等と連携した取り組みを行う。
市内のＪＲ４駅に設置している白ポストの確認・回収による環境浄化活動の継続が必要である。


【施策】関係機関の連携による子ども、若者、家庭等に関する支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	ネットワーク支援事業

⇒こども支援ネットワーク事業
（教育支援センター）
	市内の関係機関、幼稚園、保育所、小学校及び中学校をスクールソーシャルワーカーが定期的に訪問し、関係機関の職員と連携を深め、問題の早期発見と対処、未然防止を行うことを目指す。また、平成２２年度から支援対象を「市内の子どもたち」に拡大し、幼稚園・保育所への定期訪問を開始し、子どもへの長期的な支援について関係機関と連携を行っていく。幼稚園、保育所へは子育て支援課相談員とともに訪問し、関係機関とのスムーズなつながりのある支援を展開する。

※こども支援ネットワーク事業に名称変更する。

	平成25年度実施内容
	毎月、各関係機関を定期的に訪問し、問題の早期発見や対応を行った。
希望する市内小中学校に、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸﾄﾚｰﾆﾝｸﾞやｿｰｼｬﾙｽｷﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、心理テストの授業などを行ったり、WOWWｱﾌﾟﾛｰﾁによる授業参観や各関係機関への講演活動なども積極的に行った。

また、それぞれの専門アドバイザー(医者、臨床心理士、スクールソーシャルワーカー)の専門性を生かした活用ができた。
相談対象者の総件数は、2,939件で、そのうち、直接支援・面接等を行ったケースは、528件であった。また、児童生徒に対する授業を63回、授業参観を117回、ケース会を17回それぞれ開催した。

	成果向上に向けた今後の取組
	相談件数の増加、内容の困難さ、多様化などの課題があり、平成２７年度に「東かがわ市こども総合支援センター(仮称)」を開設し、相談窓口を一本化して対処できるよう、関係課との連携を図るとともに、組織としてのあり方等についても検討する。

	

	子育て支援ネットワーク事業

（子育て支援課）
	地域交流だけでなく、子育て支援に関わる団体同士の連携を深めるため、２か月毎に子育て支援ネットワーク会議を開催し、子育て支援に関する情報交換や交流活動、子育ての情報発信の拠点として活動する。

また、職員の資質向上のために、各種団体と合同で定期的に研修会や講演会を開催する。

	平成25年度実施内容
	　子育てネットワーク会議の構成団体を見直し、定期的に情報交換を行った。啓発周知用のパネルを作成し、イベント時や庁舎玄関に掲示した。また、母子愛育会運動会のボランティアやファミリー・サポート・センター事業の周知協力など相互に連携を図った。

	成果向上に向けた今後の取組
	　地域における子育て支援拠点としての役割を共通認識し、在宅子育て家庭の支援及びさらなる連携強化に努める。



１－③　たくましく生きるために体力の向上や健康教育の推進を図る
【施策】家庭、学校、地域の連携による子どもの体力向上
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校活性化事業

｛１－②再掲｝

（学校教育課）
	運動会や文化祭等、学校で開催する行事について、家庭、地域、自治会等の協力を得て一体感をもって事業を推進する。

	平成25年度実施内容
	運動会で地域との合同競技等の実施、マラソン大会への協力、地域住民とともに竹細工やわら細工等の伝承細工の実施、文化祭の合同実施、地域施設や保護者の協力により生活科や総合的な学習等の学びを深めた。体育の授業におけるラジオ体操の指導を積極的に行い、夏休みのラジオ体操でも地域や保護者との連携を図り、体力つくりの啓発を行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	今後も運動会等の学校行事だけでなく、道徳や教科等の学習においても家庭・地域との連携を深めることができるよう調整する。

	

	社会体育部活用事業

（学校教育課）
	中学校部活動において、多様なニーズに対応し、社会体育と一体化した活動が可能となるよう、保護者・外部指導者・学校の共通理解を促し、生徒の健全な活動を推進する。

	平成25年度実施内容
	剣道、ソフトテニス、水泳、野球、バドミントン、卓球、柔道、バレー等の部活動に外部指導者を要請して活動している。

	成果向上に向けた今後の取組
	継続して実施する。


	

	土曜日授業運営事業

（学校教育課）
	小学校における土曜日の使い方に焦点を当てて、学校週５日制の趣旨を踏まえた土曜日授業をモデル的に実施し、成果の検証を行う。
（平成25年度実施校：本町小学校「地域連携型」、白鳥小学校「大学連携型」、
福栄小学校「長期休業併用型」、三本松小学校「教職員運営型」）

	平成25年度実施内容
	正規の事業として、新たに三本松小学校を加えた４小学校で、
校長を中心に関係者の協力を得て、高校生による英語学習、大学生によるブロック教室、地域ボランティアによる英語や琴、教職員によるそろばんや視写等、特色のある土曜日授業を年間約２０日間実施した。
　なお、４校平均の出席率は、76.2％であった。

	成果向上に向けた今後の取組
	課題は、教育課程外であり、参加を希望する児童を対象としているため、学習支援が必要な児童に支援が行き届かないことである。

このため、２－①の「『確かな学力』を確立する」について、平成２６年度から教育課程内で全ての児童生徒を対象に授業ができる「夏季休業日短縮事業」で重点的に取組む。今後は、教育課程内では実施が難しい家庭・学校・地域の連携による授業に重点を置いて、各学校の特色を生かしながら効果的に実施できるよう、１－②「家庭・学校・地域の連携・協力を強化し、地域全体の教育力の向上を図る」へ移行する。


【施策】学校給食の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	食育推進事業

（給食センター）
	安全でおいしい学校給食の提供に努める。健やかな心身の育成に必要な栄養バランスの取れた食事の摂取方法や食に関する正しい知識と理解を深める学習に取組む。保護者へはさまざまな機会を捉え、食育の啓発を行う。

	平成25年度実施内容
	学校での食育として、指導の内容を整理した「東かがわっ子フードアクションプラン」を作成し、年間指導計画に基づき、教科・学科・給食時間に、食に関する指導を行った。

家庭での食育として、給食試食会・家庭教育学級で、保護者に対し食の現状や朝食の重要性、野菜の摂取等のテーマで講話を実施した。

学校給食週間にあわせて「給食展」や大内小学校に市長を招いて会食会を開催した。給食展に給食標語を募集したところ５７８作品の応募があり、展示やウェブページで紹介した。
市ウェブページの食育コーナーを毎月２回更新し、提供している給食やレシピを公開して、学校給食への関心を高めた。

	成果向上に向けた今後の取組
	学校における食に関する指導の充実のため、「東かがわっ子フードアクションプラン」についても状況に応じて見直し等を行いながら、継続して食育を進める。なお、栄養教諭は学校全体で行う食育をサポートする。
地域の食育に関しても、継続して、給食だよりとウェブページの食育コーナーの内容を合わせて更新するなど、食育の啓発を行う。

また、学校給食の献立を教材とし生活習慣病を予防するため、市福祉課健康づくりグループと連携しながら、給食献立の充実に努める。


【施策】家庭、学校、地域の連携による食育と地産地消の充実

	事　業　名
	内　　　　　容

	食育推進活性化事業

（給食センター）
	食育推進役となる指導者の育成及び外部から各分野の専門家を起用し、食育の充実を図る。

	平成25年度実施内容
	給食の時間を中心として教科等と関連付けた食育が推進できる

よう、生きた教材となる学校給食を提供した。

栄養教諭等が教職員と連携して、食に関する指導を行い、園児・児童生徒の望ましい食習慣の定着に努めた。

給食展の開催や地場産物の取り入れなど、家庭や地域との相互連携を積極的に進めた。

	成果向上に向けた今後の取組
	「東かがわ市地場産物　知ろう、味わおう」を学校給食週間中に実施し、地場産物に関する専門的知識を児童生徒に伝え、生産者と交流することで豊かな心を育むことができるよう体制作りに取組む。


	地産地消推進事業

（給食センター）
	地域生産者との交流活動等から身近な地産物に関する知識を深める。また、学校給食などをとおして、新鮮な地産物の味や旬の味を感じるとともに、家庭・地域と連携して伝統的な郷土料理を継承するなど、地産地消の推進を図る。併せて、地産地消が自然環境を保全する認識を深める。

	平成25年度実施内容
	学校給食における地場産物のさらなる活用のため、各関係機関と連携してその拡大に努めた。

また、給食だよりやウェブページ等において、東かがわ市産の
食材を学校給食で使っていること、ふるさと給食で地元の食材を使っていることなどを紹介した。

１月の全国学校給食週間に、東かがわ市特産の産物についての資料を掲示した。
地産地消率について、各関係機関と連携を図り、学校給食における地場産物の割合が３６.２％と、「かがわ食育アクションプラン」の平成２７年度目標値の３５％をクリアした。

	成果向上に向けた今後の取組
	　食材を年間を通して計画的に納入し、使用品目や使用量を拡大できるよう関係機関と調整を図る。あわせて、給食を通して生産者との交流活動等が行えるようなしくみ作りに取組む。

ウェブページの食育ニュースを活用し、家庭や地域に地産地消の取組みを紹介する。


【施策】家庭、学校、医療機関等の連携による健康教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	「早寝早起き朝ごはん」推進事業

（生涯学習課）
	家庭教育学級、給食試食会等の機会を捉え、子どもの生活リズムの大切さについて、保護者へ啓発を行う。

	平成25年度実施内容
	家庭教育学級開講・閉講式の機会を捉え、規則正しい生活習慣の重要性について、冊子とクリアホルダーを作成し、啓発活動を行った。本年度は、夏休みに実施した「親子料理教室」のメニューを冊子に掲載し、朝食をとることで生活のリズムが作れることから、さらにバランスの取れた朝食をとるよう啓発内容に加えた。
また、「我が家のルール表」を作成し、親子での生活習慣のあり方を考える機会のきっかけづくりの一つとして、夏休み前に配布した。

	成果向上に向けた今後の取組
	保護者が集まる機会を捉え、これまでと同じように、生活習慣の大切さについて、継続的な啓発活動を行う。

また、朝食のとることの必要性について、科学的・検証的なデータを基にした啓発も必要である。


	小児生活習慣病予防健診事業
（学校教育課）
	予防健診をとおして児童生徒の食生活や運動習慣の改善などの指導を行い、小児生活習慣病の予防に役立てることを目指し、予防健診事業を実施する。

	平成25年度実施内容
	小学生２９０名、中学生３０３名、合計５９３名に小児生活習慣病予防健診を実施し、受診者のうち、小児メタボリックシンドローム該当者は３１名で５．２％となり、前年度比プラス１．６％となった。また、各学校において、小児メタボリックシンドローム該当者を含む有所見者に対する事後指導として、医師による３か月後の診察、養護教諭、栄養教諭による個別指導等を実施するとともに、市保健課が実施する「東かがわ市子どもの健康づくりにおける地域・学校保健連携事業」と連携を図り、保健師による親子健康相談等を実施した。

なお、給食センターが新たに作成した「東かがわっ子フードアクションプラン」に基づき、市内小・中学校にて食育学習を行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	小児生活習慣病の早期発見や生活習慣に関する事前アンケートと健診結果のデータを分析し、予防に取組むとともに家庭、学校及び関係機関との連携を図りながら事業を実施する。


	食育啓発事業

（子育て支援課）
	各幼稚園の家庭教育学級で、定期的な食育教育を実施する。実施内容を工夫して参加者を増やし、子どもも保護者も食べ物に対する興味や関心を持てるよう食育教育を継続実施する。

	平成25年度実施内容
	栄養教諭、管理栄養士による保護者に対する食育指導、講話、栄養相談を行った。園庭を利用した野菜栽培では、苗植えから収穫、調理体験まで親子の取組みを推進した。保護者は、収穫野菜を使用した簡単レシピを考案するなど、園児とともに食材への興味や関心を持ち、食べる楽しみへとつながった。

	成果向上に向けた今後の取組
	食育に関する情報を家庭へどのように配信していくか検討する。


【事務点検評価委員の意見、提言】

「教育の原点は家庭にある｣という認識をふまえて、子どもとともに親も成長していく過程を重視した様々な施策や事業を遂行しており、順調に成果を上げている。今後、家庭・学校・地域・民間等がそれぞれの役割分担を明確にしながら、家庭教育の支援に取り組むことが必要である。したがって、各課・室の枠を超えた総合的な施策の立案・実施を求めていきたい。

学校週５日制の中、休日や放課後に実施される事業や行事は、地域の教育力が大いに発揮されるものと考える。例えば、｢わくわくチャレンジ教室開催事業｣や「少年少女発明クラブ開催事業」は、異学校異学年の交流の場となり、人とのかかわりが広がり、貴重な体験を積むことができる良い機会である。特に、「少年少女発明クラブ開催事業」は、子どもたちが“ものづくり”の大切さを学ぶ機会になり、｢第６９回香川の発明くふう展｣では、香川県知事賞・教育長賞のダブル受賞という栄誉に輝くなど、大きな成果があったことは、大いに評価したい。今後は、事業名や開催場所を工夫するなど、多くの子どもたちに広がっていくことを期待したい。あわせて、「放課後子どもプラン事業」と「放課後児童健全育成事業」は、名称が類似し分かりにくいので、統合するなど、工夫することを望みたい。
本市の中核的な事業である「土曜日授業運営事業」は、これまでの「土曜日授業モデル事業」から発展したものであり、それぞれの地域性や学校の特性を生かしながら取り組んでいることを高く評価したい。なお、本事業は、平成２６年度から、「確かな学力」を確立する観点から、教育課程内で全ての児童生徒を対象に授業ができる「夏季休業日短縮事業」とあわせ、取り組まれることになったが、これまでの経験を踏まえ、家庭、学校、地域が連携のもと各学校の特色を生かし、さらなる効果が上がるよう期待している。
食育と地産地消の充実については、｢東かがわっ子フードアクションプラン｣の作成や地産地消率の改善など、当初の目標をクリアし、大いに成果を上げていると思われる。一方で、小児生活習慣病予防健診で、小児メタボリックシンドローム該当者は、３１名（前年度２１名）で５．２％（同３．６％）になっていることを重く受け止めなければならない。家庭、学校、医療機関等が連携して、食生活の改善と運動の習慣を身につけることを基本に、給食、食育・健康教育など抜本的対策を早急にたてる必要がある。これには、家庭での取り組みについての啓発活動が急務で重要であり、あわせて「早寝、早起き、朝ごはん」の生活習慣の大切さを、引き続き啓発していくことが大切である。





２－①　知識・技能や思考力・判断力・表現力、学習意欲等の「確かな学力」を確立する
【施策】総合的な学力向上策の実施
	事　業　名
	内　　　　　容

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふるさと),故郷)教材編集推進事業

（平成23年度完了）
（学校教育課）
	小学校３・４年生の社会科学習と関連して、地域教材の開発に努め、副読本を編集することにより、地域の産業や伝統、地域の発展に尽くした先人たちについて学ばせ、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふるさと),故郷)への誇りと愛情を育む。

	平成25年度実施内容
	

	成果向上に向けた今後の取組
	


【施策】学力調査等の結果を活用した学習指導と生活指導の改善への支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	家庭学習・学習規律の充実推進事業

（学校教育課）
	学校訪問や校長との目標面談等の際に、家庭学習の習慣化・学習規律の徹底に向けた指導・助言を行う。

	平成25年度実施内容
	学校訪問や現職教育主任研修会において、県教委作成「さぬきの授業基礎・基本～子どもに学びのときめきを～」の冊子を活用した指導や、全国学力学習状況調査結果から分かる本市の児童生徒の実態を提示し、学習規律・家庭学習の指導について助言した。
各校では、学習規律の指導内容の共通理解・共通実践とともに、家庭学習の手引を作成、配布して指導した。また、保護者にも機会を捉えて家庭学習の習慣化への協力を依頼した。　

	成果向上に向けた今後の取組
	平成２６年度に、全小・中学校に「学習支援システム」を導入し、学校での活用だけでなく、家庭での学習支援を図るとともに、「香川の子どもたちに読んでほしい100冊」や「南原文庫小学生読書感想文コンクール」等を継続し、読書啓発を行う。


	土曜日授業運営事業
｛１－③再掲｝

（学校教育課）
	小学校における土曜日の使い方に焦点を当てて、学校週５日制の趣旨を踏まえた土曜日授業をモデル的に実施し、成果の検証を行う。
（平成25年度実施校：本町小学校「地域連携型」、白鳥小学校「大学連携型」、
福栄小学校「長期休業併用型」、三本松小学校「教職員運営型」）

	平成25年度実施内容
	正規の事業として、新たに三本松小学校を加えた４小学校で、

校長を中心に関係者の協力を得て、高校生による英語学習、大学生によるブロック教室、地域ボランティアによる英語や琴、教職員によるそろばんや視写等、特色のある土曜日授業を年間約２０日間実施した。
　なお、４校平均の出席率は、76.2％であった。

	成果向上に向けた今後の取組
	課題は、教育課程外であり、参加を希望する児童を対象としているため、学習支援が必要な児童に支援が行き届かないことである。

このため、２－①の「確かな学力を確立する」について、平成２６年度から教育課程内で全ての児童生徒を対象に授業ができる「夏季休業日短縮事業」で重点的に取組む。今後は、教育課程内では実施が難しい家庭・学校・地域の連携による授業に重点を置いて、各学校の特色を生かしながら効果的に実施できるよう、１－②「家庭・学校・地域の連携・協力を強化し、地域全体の教育力の向上を図る」へ移行する。


【施策】学校の創意工夫による取り組みへの支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	小中連携教育推進事業

（学校教育課）
	９年間を通した児童生徒の健全な育成を目指し、小･中学校双方の利点を生かしながら、相互に連携し、より充実した特色ある教育活動ができるよう支援する。

	平成25年度実施内容
	引田中学校は、「学力向上モデル校」として県教委の指定を受け、「分かる授業づくり推進事業」に取組み、小中連携による教育の深化・充実を目指した研究を行った。　

大川中学校・大内小学校は、「特定小中連携推進事業実施校」として、市教委の指定を受け、「小中連携の特色を生かした教育活動の推進」を研究主題として、小中連携の教育実践を行った。

白鳥中学校区でも、「小中連携スクールプログラム」に基づき、９年間を見通した生徒指導や学習指導に取組んだ。

	成果向上に向けた今後の取組
	平成２６年度も大川中学校・大内小学校を「小中連携推進事業実施校」に指定し、教員の交流や合同研修、小学生と中学生の積極的な交流を推進する。

なお、白鳥中学校区では、特に英語・外国語活動において、小中連携を図っていく。


【施策】「確かな学力」を育てるきめ細やかな指導の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	教員配置事業

（学校教育課）
	複式学級では、異なる学年の子どもたちが一人の教師のもとで授業を受けるため、子どもたちの学習内容や授業の進め方等において困難が生じがちである。この困難を解消するため、市内の複式学級を有する学校に非常勤講師を配置し教育の充実を図る。

	平成25年度実施内容
	

	成果向上に向けた今後の取組
	平成２６年度は、福栄小学校が複式学級を有するため、市費担任講師を１名配置する。

あわせて、引き続き市費非常勤講師を１名配置し、音楽指導の充実に努める。


	保幼小連携事業

（子育て支援課）
	保育所・幼稚園に通う子どもたちが、小学校入学後の生活にスムーズに移行することができるよう、保幼小の随時交流活動等を行い、よりよい連携の方法を深る。

	平成25年度実施内容
	引田幼稚園は、学力向上モデル校として県教委の指定を受け、小学校教員１名が派遣され、ともに１年間幼稚園で幼小連携実践研究に取組んだ。

保幼小合同研修会を２回開催し、公立私立の保育士と幼稚園、小学校教諭の交流の機会を設けたことで、育ちや学びをつなぐ幼児教育、指導の在り方をさらに明確にできた。

その他、幼小連携年間計画に沿って年間８回～１０回の交流を行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	子どもの発達を見据え、学びの連続性を踏まえ連携を推進する。　　



２－②　規範意識を養い、豊かでEQ \* jc2 \* "Font:ＦＡ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(やす),康)らかな心と健やかな体をもつ子どもを育成する

【施策】豊かな心を育むための体験活動や道徳教育の充実

	事　業　名
	内　　　　　容

	子ども会育成事業

（生涯学習課）
	子ども会活動は、地域での意図的な異年齢集団で、地域固有の文化の伝承や群れ遊びの体験・継承をする活動を通じて、役割等の経験により、地域への愛着や社会性を身につけていく重要な活動である。現在、単位子ども会では、少子化から学年ごとに子どもがいないなど、活動の低調化傾向が見られ、こうした現状の中で、子ども会活動の重要性を認識し維持していく。

	平成25年度実施内容
	　子ども会リーダー及び指導者・育成者の養成のため、「指導者研修会」を開催した。
　また、子ども会活動、異学年交流の活性を図るため、支部ごとに子ども会対抗のスポーツ競技を開催した。
　３支部で６６２名が参加して実施され、子ども会同士のつながりもでき、かつ異学年交流も図ることができた。

	成果向上に向けた今後の取組
	　子ども会活動の重要な役割・必要性について、保護者の理解を深める必要があり、市ＰＴＡ連絡協議会、市子ども会連絡協議会と連携して、啓発に努めるとともに現在行っている支部ごとの交流活動を維持する。
また、夏休みの単位子ども会キャンプへのジュニアリーダーの派遣支援やラジオ体操も積極的に取り組めるよう啓発していくとともに、ジュニアリーダーの継続的な育成が必要である。
　なお、この事業を継続して効果的に実施できるよう、１－②「学校・家庭・地域の連携・協力を強化し、地域全体の教育力の向上を図る」へ移行する。


	道徳教育の推進事業

（学校教育課）
	全ての小・中学校で選任されている道徳教育推進教師を中心に、学校の特性や状況に応じた道徳教育の推進を図る。

	平成25年度実施内容
	各学校において、道徳教育主任を中心に、学校行事や教科等の学習内容に関連させ、発達段階に応じて主題を適正に配列した年間計画を作成し、道徳の時間の指導を行った。また、道徳の時間だけではなく、学校の教育活動全体を通して、道徳的価値観の育成と発展に努めた。

小学校では、保護者との連携を図りながら道徳の授業実践に取組んだり、県教委主催「いのちのせんせい派遣事業」を活用し、講師の体験談等により、生きることの意味や命を大切にする心を育む時間を設定したりするなど、各校で工夫して取組んだ。

	成果向上に向けた今後の取組
	平成２６年度、新たに、全児童・生徒に文部科学省作成の副読本「私たちの道徳」が配布されるので、有効に活用する。また、児童生徒がこの副読本を家庭に持ち帰り、保護者の協力も得ながら道徳教育の推進を図る。


【施策】人権意識の高揚を図るための教育推進

	事　業　名
	内　　　　　容

	人権・同和教育研究指定校事業

（人権推進室）
	東かがわ市人権・同和教育授業研究会において、公開授業及び事後の協議を行うことにより、異校種間、関係諸機関との連携を図り、人権・同和教育の充実を図る。

	平成25年度実施内容
	４校・１保育所が、人権教育研究の公開授業等を実施（計５回）し、他校・施設職員や関係者が意見交換を行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	公開授業等を継続実施し、参加者からの意見も取入れ、各校、施設での日々の人権教育に反映させる。


	人権・同和教育研究会事業
（人権推進室）
	就学前や小･中学校等で人権・同和教育研究会をもち、定例会での課題研究や県外研修において、異校種の教職員がともに学ぶことにより、情報交換を行ったり東かがわ市の人権・同和教育の在り方・進め方等について協議したりして、人権・同和教育の推進を図る。

	平成25年度実施内容
	就学前研究会（６回）、小・中学校等研究会（１０回）を実施し、意見交換、課題研究を行った。小・中学校等研究会では、「部落史学習の指導要領について」の講演会を開催した。
また、両研究会合同で先進地研修（１回）を実施した。

	成果向上に向けた今後の取組
	事業を継続実施し、各校施設での問題提起や情報を交換することで、各校施設間の人権教育の内容の充実を図る。また、両研究会の合同研修を実施し、異校種間の連携を図る。


【施策】規範意識を養い、生涯にわたって学び続ける意欲の育成
	事　業　名
	内　　　　　容

	規範意識向上事業

（学校教育課）
	「授業態度チェックカード」「あいさつ運動」等を実施し、各学校で実施する道徳教育の中で規範意識向上への取組を行う。

	平成25年度実施内容
	児童会・生徒会主体の｢あいさつ運動｣を継続して実施した。香川県教委主催の「あいさつ運動」に小中学校が積極的に参加し、９月には、取組みが県ウェブページにも紹介された。
授業態度について、今年度も県教委作成｢さぬきっ子学びの三訓｣を活用し、各校で児童生徒の実態に応じて指導したり、児童・生徒が自己評価を行う機会をもったりした。学校活動全体を通じて、特に学校行事を規範意識向上のチャンスと捉えて指導の徹底を図った。

	成果向上に向けた今後の取組
	　今後も継続して実施するとともに、児童・生徒の主体的な活動を支援する。「あいさつ運動」では、地域の方々から「あいさつがよくできるようになった」という声があがるよう取組む。


	学習意欲向上事業

（学校教育課）
	　小中学校全校が「校内一斉漢字テスト」等の導入により、生徒の学習意欲の向上を図る。

	平成25年度実施内容
	小中学校ともに校内漢字テスト等を導入した。導入にあたっては、クラスマッチ方式や一人一人の進度に応じた級別テスト、合格シールや校長表彰等、児童・生徒の発達段階に応じた支援を工夫した。また、間違った問題は必ず直させ、基礎・基本の確実な定着を図るとともに、達成感を味わわせ、意欲化につなげた。

　学習指導について、教員を複数体制にし、児童・生徒の意欲を高め、理解に導く「見える化」や「体験」を意識した授業の導入など個に応じた指導の充実を図った。

	成果向上に向けた今後の取組
	　平成２６年度に、全小中学校に導入する「学習支援システム」の有効活用により、児童・生徒が基礎・基本の力を身に付けるように支援していく。


【施策】いじめや問題行動に対するサポート体制の整備
	事　業　名
	内　　　　　容

	スクールカウンセラー・心の教室相談員配置事業
⇒スクールカウンセラー・心のサポート活動事業
（学校教育課）
	いじめ等の問題行動等に対応するため、児童の臨床心理に関して高度かつ専門的な知識・経験を有する者を各小･中学校に配置し、いじめ等の問題行動等の早期発見・早期対応や未然防止に努める。

※スクールカウンセラー・心のサポート活動事業に名称変更する。

	平成25年度実施内容
	県から派遣されているスクールカウンセラー２名が、小中学校を巡回した。
また、心の教室相談員１名、心のサポート相談員２名を配置し、中学校を巡回し、生徒の悩み相談だけでなく、保護者・教職員との相談・連携支援により、いじめ等の早期対応や未然防止に努めた。
教育支援センターの「こども支援ネットワーク事業」として、常勤・非常勤のスクールソーシャルワーカーや非常勤臨床心理士が希望する各施設に訪問し、個別面接、個別支援、保護者面接等を行った。問題を抱えた児童生徒に対して、学校と情報交換を行いながら早期に対処し、継続した面接を行うことで、児童生徒の心の安定を図ることができた。

	成果向上に向けた今後の取組
	いじめ等の問題行動等に複眼的かつ細心の対応ができるよう、今後も心のサポート相談員を複数体制とし、中学校だけでなく、必要に応じて、小学校も巡回できるよう努める。
また、インターネットの適切な利用に関する教育、フィルタリングやインターネット使用にあたっての家庭のルールづくり等について、継続して保護者に啓発していく。


	東かがわ警察署管内学校・警察相互連絡制度連絡会事業
（学校教育課）
（少年育成センター）
	学校・警察相互連絡制度の円滑な実施を図るため、東かがわ警察署生活安全課、東かがわ市立小･中学校代表者が集まり情報交換等を行う。

	平成25年度実施内容
	月1回、さぬき・東かがわ地区生徒指導連絡協議会に参加し、
さぬき市・東かがわ市の生徒指導主事（高校）、さぬき警察署、東かがわ警察署との情報交換を行った。
　８月にさぬき・東かがわ市合同小・中・高等学校生徒指導連絡会を開催し、小中高の生徒指導主事、さぬき警察署、東かがわ警察署との情報交換を行った。
各小・中学校から、少年育成センター補導員（以下補導員という）として１名選出していただき、各種団体等から選出された補導員と一緒にグループを作り、「土曜デー」「夏祭り」「秋祭り」「夏期夜間」の補導等を実施した。
市少年育成センター主催で６月と１２月に東かがわ警察署生活安全課職員を招いて補導員研修会を開催し、情報交換のほか、東かがわ警察署職員の講話もあり、参加者にとって市の青少年の実情を知る機会にもなった。

	成果向上に向けた今後の取組
	今後も、年２回の補導員研修会を実施し情報交換を行うとともに、各小中学校との連携を図り青少年の健全育成に努める。


【施策】不登校の子ども等の教育機会についての支援

	事　業　名
	内　　　　　容

	ふれんど教室開設事業

（教育支援センター）
	不登校児童生徒への集団への適応、情緒の安定、基礎学力の補充、基本的生活習慣の改善を目指し、個に応じた支援により学校復帰を支援し、不登校児童生徒の社会的自立を目指す。

	平成25年度実施内容
	入級生のコミュニケーション能力や自己肯定感を育むため、個別支援や小集団での体験活動を行った。
親の会のほかに保護者への個別面接を行い、保護者が落ち着くことで、保護者と子どもとの関係がよくなり、子どもの状態にも良い変化が見られた。
入級希望がある不登校児童生徒の家庭を定期的に訪問し、ふれんど教室の紹介や保護者への面接等を行った。
新入級の際と学期に１度の定期的な在籍校とのケース会を行うとともに、必要に応じて随時在籍校を訪問した。

	成果向上に向けた今後の取組
	対象児童生徒とのより良い関係を築けるよう、関係機関や「こども支援ネットワーク事業」とも連携を図りながら、支援を継続する。



２－③　「人づくり」に応じる教職員の能力・資質の向上を図る
【施策】教員が子ども一人一人に向き合う環境づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	快適な職場環境推進事業⇒職場環境改善事業

（学校教育課）
	学校訪問や目標面談の際に、校務の改善や教職員のメンタルヘルスについて、指導・助言等を行う。
※職場環境改善事業に名称変更する。

	平成25年度実施内容
	学校訪問時の保健室訪問において、養護教諭と教職員のメンタルヘルス面について情報交換を行った。

校務の改善について、各学校で、管理職を中心に教職員全体で業務を見直し、改善できそうな事案を企画委員会や職員会等で共通理解を図り、実践に取組んだ。また、各校から市教委への届出書類等において、各種調査は、計算式を入れた様式をデータ配布したり、鑑文の省略や電子メールの有効活用等により負担軽減を継続して行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	よりよい職場環境と業務の改善をすすめ、子ども一人一人と向き合う時間を増加することで、教員が本来取組むべき教育活動の一層の充実に努める。


【施策】研究・研修等への支援

	事　業　名
	内　　　　　容

	指導主事派遣事業

（学校教育課）
	幼稚園、小・中学校の要請を受けて、授業研究等の際に指導・助言を行う。

	平成25年度実施内容
	　幼稚園、小・中学校に指導･助言等に出向いた。また、要請があった場合には、研究授業や研究発表の事前の相談も受けた。

	成果向上に向けた今後の取組
	　今後も、指導・助言を行うとともに、研究授業の事前検討会や教材作りの場にも依頼があれば協力を行う。


	教員研修事業

（学校教育課）
	県教育委員会等の実施する各種研修会との連携を図りながら、市独自に特別支援教育支援員研修、初任者研修、中堅教員養成研修等、パソコン研修、小学校外国語活動研修を実施する。

	平成25年度実施内容
	初任者研修について、県教育センターが行う初任者研を生かして、授業づくりの基礎や学級経営、人権同和教育や道徳教育等の研修を受講し、教育実践に生かすことができた。１名の初任者につき、年間２回の市要請訪問を位置づけ、研究授業の事前検討の場をもった。学習指導案の検討や、研究授業での発問や板書計画といった細案の指導・助言等により、初任者の教材研究を深めるとともに、初任者が自信をもって研究授業に臨めるようサポートに努めた。
特別支援教育支援員研修について、講話だけでなく、実際にどのような支援をすることが望ましいか、教職員との連携の仕方などについて小グループで話し合う場を設定し、支援員の資質向上につながった。

	成果向上に向けた今後の取組
	特別支援教育支援員研修を継続して行う。
平成２６年度は、県主催研修と内容が重複する研修を市が行うことをさけるとともに、県が実施する研修への積極的な参加、活用をよびかけ、教員の資質向上に努める。


	幼稚園新任研修会事業

（子育て支援課）
	　幼稚園教諭の新任と新しく採用された臨時職員に対し、市独自で保育参観研修やパソコン講習会等を実施する。

	平成25年度実施内容
	幼稚園・保育所の新採職員（正規・臨時）を対象に５月から１０月までの間に保育参観、研究保育を中心とした研修を実施した。

県教委指導主事による指導研修１回。

市現職研修指導員による指導研修４回。

子育て支援課、園長による指導講話１回。

保育方法のみならず日々の悩みについて、適切な助言があったことは効果的であった。

	成果向上に向けた今後の取組
	継続して実施する。なお、県教育センターが実施する初任者研修（正規）での学びの成果を伝え、知識の共有、資質向上を図る。


	現職研修指導員派遣事業

（子育て支援課）
	　幼稚園から要請を受け、研究保育、公開保育、現職教育の際に指導、助言を行う。

	平成25年度実施内容
	幼保現職研修指導員７名を配置し、年間２３回派遣した。研修終了後は、受講者に報告書の提出を求め、指導員へ報告した。

指導員はＯＢで構成され、職員の状況、地域の実情も把握していることから、保育支援及び保護者支援の細かい指導が行えた。

	成果向上に向けた今後の取組
	今後も計画的に指導、助言を行う。


【施策】教員評価制度の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	教員評価推進事業

（学校教育課）
	　学校評価によって各学校の教員全体を評価し、学校教育に対する信頼を確保して教員の資質向上を図る。

	平成25年度実施内容
	学期ごとに教員、児童生徒を中心とした自己評価を実施した。年度途中の中間評価においては、当初の重点目標の達成状況の確認、改善方法等を検討し、年度末には学校関係者評価を実施し、その結果を各学校のウェブページで公表した。
  教員の資質向上を図ることを目的として、校長との目標面談を実施している学校もあり、教員一人一人が学校経営への参画意識が高まるように努めた。

	成果向上に向けた今後の取組
	自己評価（中間評価含む）や目標面談等を継続して行い、教員自身が指導方法を工夫・改善するなど教員の意識高揚と資質向上につなげる。

学校関係者評価を各学校のウェブページで公開するだけでなく、より効果的な公開方法について、検討する。


【施策】学校評価の充実とその結果に基づく学校運営の改善
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校関係者評価事業

（学校教育課）
	　各学校の学校関係者評価委員会において、教育活動等の成果の検証とその客観性・透明性の確保を通じて学校運営の改善と発展を目指す。

	平成25年度実施内容
	学校関係者評価委員には、各学校における行事等の案内や学校だより等を通して情報発信に努めた。
　また、各学校において年度末に学校関係者評価を実施し、自校の課題を把握することで、次年度の重点目標を設定し、教育計画の作成に生かすことができた。また、その結果を教育委員会に報告するとともに、学校のウェブページで公開した。

	成果向上に向けた今後の取組
	学校関係者評価が学校・家庭・地域をつなぐ一方策となるよう、学校のウェブページで公開することを継続するとともに、より効果的な公開方法を検討する。


【施策】学校評議員制度の活性化
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校評議員制度の活用事業

（学校教育課）

（子育て支援課）
	地域に開かれた信頼される学校づくりを目指し、説明責任を果たすために多様な分野からの評議員の人選を行い、学校運営の活性化を図る。

	平成25年度実施内容
	　幼稚園７園から２２名、小中学校９校から３７名の学校評議員が推薦され、委嘱した。

幼稚園では、行事、研究保育、職員研修等に招き、幼稚園と地域のつながりを深めた。評議員会は年３回開催し、教育課程の実現、子どもの成長、教員の育成等の観点から意見、評価を行った。

小中学校では、学校訪問、行事等に招いたり、評議員会を開催し、年度当初に学校運営の方針や学校行事、取組み等について意見を求め、年度末には学校に対する評価を行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	幼稚園では継続して、地域と連携協力し、地域の情報を生かした、特色ある園活動に努める。
小中学校では、継続して、多様な分野、幅広い年齢層の評議員の編成に努め、学校運営の活性化や地域と連携した学校づくりのための意見を求める。



２－④　特別なニーズに対応した教育を推進する
【施策】特別支援教育の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	特別支援教育支援員の配置事業

（学校教育課）
	各学校の実態に応じて、特別に支援が必要な児童生徒に対して特別支援教育支援員を配置する。

また、上記支援員を対象として特別支援教育についての研修会を行い、支援体制の充実を図る。

	平成25年度実施内容
	特別に支援を要する児童生徒の調査をはじめ、学校訪問を適宜行い各学校の児童生徒の実態把握に努め、支援員を前年度より５名増員した。

また、支援員の資質向上のため県教委、香川東部養護学校及び市内療育センターから講師を招聘し、研修会を実施したほか、特別支援教育に関する各種公開講座や学習会等への積極的な参加を促した。

	成果向上に向けた今後の取組
	　児童生徒だけでなく、次年度の小学校入学予定者についても、在籍する幼稚園、保育所等を訪問する回数を増やし、特別な支援を要する子どもの実態把握に努め、適切に支援員を配置する。

また、研修内容を見直す等、より効果的な研修会を引き続き実施する。


	障がい児支援事業
⇒障がい児加配職員配置事業
（子育て支援課）
	障がいを持つ子と毎日関わっている障がい加配教員を対象とした研修会を実施し、障がいに関する知識、障がい種別に応じた対応策や子どもへの指導方法を取得する。
※障がい児加配職員配置事業に名称変更する。

	平成25年度実施内容
	５月・１１月に、児童状況調査を実施し、園訪問を適宜行い、園児の実態把握に努めた。新たに市が設置した「幼保障がい児加配判定委員会」の結果に基づき公立は幼稚園８名、保育所７名の障がい児加配職員を配置した。私立保育所は、障がい児保育事業補助金交付に向けて現状を把握した。
学校教育課主催の特別支援教育支援員研修に１４名の障がい児加配職員が参加し、就学に向けた支援体制を再確認した。

	成果向上に向けた今後の取組
	継続して、障がい児加配職員の適正な配置に努めるとともに、専門機関と連携を図りながら、幼児の発達の特性に応じた支援体制の充実を図る。

	発達障害支援事業

（学校教育課）

（子育て支援課）
	保護者を対象に発達障害に関する講演会等を実施し、啓発を進める。また、発達障害児とその保護者に対して、専門家や保健師等からのフォロー体制を強化する。

	平成25年度実施内容
	学校教育課では、社会福祉法人恵愛福祉事業団に就学支援業務を委託し、個別知能検査の実施や就学相談及び支援、児童の障がいの状態について、就学前後の施設長及び保護者に対し状況説明等を行うとともに、同事業団と月１回の情報交換会を開催し、情報共有に努めた。
子育て支援課では、園児の状況に応じて年１回県の巡回相談を利用するとともに、相談支援専門員及び子育て支援相談員が定期的に幼稚園・保育所を訪問し、気になる子どもの支援を継続的に行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	講演会等の実施は、市福祉課が実施している事業と重複しているので、今後、相談支援専門員やスクールソーシャルワーカー等からの支援体制をさらに強化することに重点を置く。そして、保育所・幼稚園、小中学校及び関係各課との連携を密にし、就学や進学の際の円滑な指導・支援の移行を図る。


【施策】関係機関の連携による子どもの可能性を引き出す教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	支援体制整備・運営事業

（教育支援センター）

（少年育成センター）
（子育て支援課）
（学校教育課）
	個々のケースについて、教育支援センター、少年育成センター、子育て支援課、学校教育課が常に情報交換や協議を行い、関係機関へとつないだり、今後の方向性を各校・園に指導・助言したりして、問題の早期発見・早期解決を目指す。



	平成25年度実施内容
	ケース毎に連絡を取り合い、関係機関が情報共有と今後の方向性について共通理解した上で対処した。

　虐待予防の観点から、家庭児童相談員が市内の幼稚園・保育所を毎月１回巡回する虐待予防パトロールを行った。

要保護児童対策地域協議会では、代表者会１回、実務者会３回（うち１回研修）、関係者によるケース検討会（随時）を開催した。また、県の巡回相談時（毎月１回）に関係者が集まり、事例検討を行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	今後も学校等から得た情報を迅速に関係機関に報告し、連絡・相談を行い、児童・生徒が安心して登校できる基盤づくりに努める。
また、養育力不足によるネグレクト予防への取組みを強化するため、できるだけ早い機会に養育支援訪問事業を開始する。
なお、発達障害に係る関係者会議は、類似しているものを統合し、より効果的な体制となるよう整備を進める。



２－⑤　社会の変化に対応した教育を推進する
【施策】情報通信技術を活用した情報教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校ネットパトロール事業

（学校教育課）
	学校に設置しているパソコンのインターネットによるトラブルを未然に防止するため、有害サイト・掲示板等にはアクセスできないようフィルタリングを行う。

	平成25年度実施内容
	　アクセスするサイトが有害サイトかどうか判断し、ブロックする専用ソフトを学校に設置しているパソコンに導入しており、児童生徒及び教員が有害サイトにアクセスできないようフィルタリングを行った。ブロックした実績等について、委託業者から毎月報告を受けたが、有害サイトへのアクセスによる問題は発生していない。また、毎月、アクセス数上位をパソコンごとに報告を受け、不必要なアクセスが行われていないか確認した。

	成果向上に向けた今後の取組
	　継続してフィルタリング及びアクセスの確認を行い、適切に実施されているかどうか確認する。


【施策】自然環境保全に配慮した環境教育

	事　業　名
	内　　　　　容

	太陽光発電装置を使った環境学習事業

（学校教育課）
	　全ての中学校に整備した太陽光発電設備を有効に活用し、電力をキーワードとして環境学習に取組む。

	平成25年度実施内容
	３中学校に整備された太陽光発電設備を活用し、CO2 運動の実践に取組んだ。電気使用量を数値化することで、節電意識が向上した。

	成果向上に向けた今後の取組
	継続して実施する。


【施策】国際社会に対応した国際理解教育

	事　業　名
	内　　　　　容

	外国語指導助手配置事業

（学校教育課）
	小学校の外国語活動、中学校の英語科の指導を充実するため、外国語指導助手を配置する。

	平成25年度実施内容
	引田・白鳥・大内３地区に２名の外国語指導助手（ALT）を配置した。
　授業でＡＬＴを中学校（３校）で２４８回、小学校（６校）で１０４回活用し、教材等の音声からは学ぶことのできない、文化や習慣の違いを体感して、国際理解教育の理解を深めた。
　あわせて、市費で非常勤講師２名を配置した。

	成果向上に向けた今後の取組
	小学校５、６年生の外国語活動必修化に伴い、一段とALTの必要性が増しているが、現状は３地区で２名の配置となっているた
め、中学校とのバランスも考慮して、２名を効果的に配置する。
また、土曜日授業でも高校生ボランティアや地域ボランティア

の協力で、外国語や異文化に親しむ活動を行っているが、これら
を広げて国際理解教育にもつなげたい。


	外国に親しむ事業

（子育て支援課）
	幼稚園に外国人の英語講師を迎え、園児が遊びを通して英会話や文化の違いを体感できるようにする。

	平成25年度実施内容
	幼稚園・保育所の４・５歳児を対象に、外国人講師1名を派遣し、幼児に合う親しみやすいテーマを取り入れたことにより、英語による遊びが柔軟に体験できた。

幼稚園（５園）・・・２２回

幼保一体化施設（２園）・・・６回

保育所（２所）・・・６回

	成果向上に向けた今後の取組
	計画的な実施に努め、英語に触れる機会、異文化体験を積み重ねる。


【施策】勤労観、職業観を育てるキャリア教育や職業教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	職場体験協力支援事業

（学校教育課）
	中学校の職場体験学習に際して、受け入れ事業所等について各学校へ情報提供し、円滑な実施に努める。

	平成25年度実施内容
	全中学校で職場体験を実施し、職場体験学習受け入れの新規事業所はなかったが、２９事業所が受け入れ、市も受け入れ事業所の１つとして協力した。

市商工観光室が、全中学校で２年生を対象に地元企業による「ふるさと企業ＰＲ事業ｉｎ中学校」を実施し、生徒の勤労観や職業観を育てることにつながった。

	成果向上に向けた今後の取組
	　市内事業所の現状や魅力を学べる「ふるさと企業ＰＲ事業ｉｎ中学校」の開催を通じて、将来の社会参加に向けたきっかけづくりにつなげるとともに、職場体験協力事業所の拡大に努める。


【事務点検評価委員の意見、提言】
学力向上や健全育成において、｢土曜授業運営事業｣や｢学習支援システム｣の導入等の、市独自の施策や事業が展開されており、今後の成果が期待される。これらの事業実施にあたって、常に開かれた学校づくりを目指すことが重要であり、地域の教育力・家庭の教育力が生かされる部分でもあろう。こうした独自性のある施策や事業は、広く市民に伝える工夫が必要であり、学校任せにならないように工夫されることを望みたい。
規範意識を養い、人権意識の高い人づくりにおいて、家庭教育が重要であることは言うまでもないが、地域や関係機関のサポート体制を充実すべきである。「子ども会育成事業」や「道徳教育の推進事業」をはじめ、人権尊重の視点に立った教育の推進は、地道な活動によって、着実に成果を上げているものと思われる。これからも、子どもたちがルールや法律を守り、健やかな身体と豊かで康やかな心をもつことができるよう一層取り組んでいただきたい。あわせて、自分に厳しく、相手にはやさしく、そして「夢と志」を持って未来を拓いていくよう促して欲しい。
いじめや体罰問題などで求められているのは、規範意識と人権意識の高揚である。学校との連携を強め、現場の声を把握し、万が一不測の事態が発生したときは、組織全体で取り組むことが必要である。教員の意識改革をはじめ教職員の能力・資質の向上を目的とした事業は、工夫をこらしており、成果が上がっている。今後も教職員は、教育に気概と誇りを持って、取り組んでいただきたい。そのため、学校評価の充実とその成果に基づく学校運営の改善や、学校評議員制度の活性化が重要だと考える。

障がいのある子どもたち一人一人を把握して適宜、適切に指導していくことは、様々な労苦があろうが、子どもたちが「自立した個人」として、「社会の一員」として、生きる基盤を持つことができるよう、これからも取り組んで欲しい。
子どもたちが、市内の事業所の現状や魅力を学ぶことができる｢職場体験学習｣が、一層充実するよう、職場体験協力事業所の拡大に引き続き努めて欲しい。また、情報化をはじめ国際化や環境問題など、社会の変化に即応した教育を推進していくことは喫緊の課題であり、国際社会の一員として「地球規模でものを考え、何ができるか足元から行動する」ことの大切さを学ぶことができるよう、さらに取り組んでもらいたい。

３－①　安全で安心な教育環境を実現する
【施策】学校等の教育施設の空調設備設置による安全・安心な施設環境の構築

	事　業　名
	内　　　　　容

	空調設備設置事業
（平成24年度完了）
（学校教育課）
	児童生徒の体調管理や安心・安全な教育環境の確保のため、空調設備を設置する。
※平成24年６月に白鳥中学校、９月に小学校４校（本町小、白鳥小、福栄小、三本松小）の空調設備設置工事が完了したことにより、全小中学校に空調設備が設置された。

	平成25年度実施内容
	

	成果向上に向けた今後の取組
	


【施策】地域のボランティア等との連携による学校内外の安全確保

	事　業　名
	内　　　　　容

	地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

（学校教育課）
	　各校の見守りボランティア団体を中心とした学校内外における児童の安全確保体制のより一層の充実と防犯教室等の体験的な活動をとおして、子ども自身に危険予測・回避能力を身に付けさせる。

	平成25年度実施内容
	　小学校では、地域ボランティアによる集団下校及び低学年の下校時の際の安全面のサポートを得ることができた。危険箇所に立っての見守りや担当地区まで児童とともに歩いてもらう等の活動が、子どもの安全確保や学校の安全管理体制の確立につながった。

	成果向上に向けた今後の取組
	今後も各校の見守りボランティア団体を中心に地域ぐるみの活動によって、児童の安全確保に努める。なお、各校の希望により、防犯の専門家から個別に助言を受けることを進める。
なお、小・中学校合同の防災訓練の実施や地域の防災訓練への参加、防災マップづくりなどにより、防災意識の向上を図るため、【施策】「防災教育推進事業」を新たに設ける。


	子どもSOS事業

（少年育成センター）
	　子どもたちが登下校時等に、不審者からの声かけやつきまといなどで身の危険を感じた場合に、助けを求めて駆け込める緊急の避難所として「子どもＳＯＳ」の看板を地域の方々の協力で設置する。また、子どもたちが登下校中やむなくトイレを借りたり、体調不良のときには保護者に連絡をお願いしたりできる場所でもある。

	平成25年度実施内容
	　本年度は、３年毎の更新の見直しの年度であり、各幼・小・中学校での「子どもＳＯＳ」の看板設置の継続･廃止・新設の有無について確認を行った。

　市内小学校区　更新前設置箇所数３０５
↓(廃止８、変更２、新規３)　
更新後設置箇所数３００(平成２５年９月時点)

	成果向上に向けた今後の取組
	各学校及びＰＴＡとの連携のもと、校区の実情にあわせた「こどもＳＯＳ」の看板設置について、見直していく。


【施策】放課後や週末の子どもたちの体験・交流活動等の場づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	わくわくチャレンジ教室開催事業

｛１－②再掲｝

（生涯学習課）
	土曜日を中心に、小中学生を対象として、市民等が講師となり各種教室を開催・運営する。参加している子どもたちが、講師や学校・学年の違う子どもたちと交流しながら、各種の体験を通して、児童生徒に自主性や社会性を育くむ機会の充実を図る。

	平成25年度実施内容
	小中学校の児童生徒１４５名が参加し、料理教室、お茶・お花教室など１０教室を開講し、年間開催延べ回数は、１４５回であった。

	成果向上に向けた今後の取組
	日本の伝統文化の体験を核とした事業を継続するとともに、子どもたちが自主性や社会性を育て、豊かな心を育むよう健全育成に努める。
各中学校区ごとの教室の開講や教室種目の追加など、参加しやすい環境づくりを整えていく。加えて、公民館まつり等への出品以外にも、児童生徒の成果発表の機会づくりに努める。
また、土曜日授業運営事業と少年少女発明クラブ開催事業等、土曜日開催の行事について日程調整を図っていく。


	少年少女発明クラブ開催事業

｛１－②再掲｝

（生涯学習課）
	子どもたちが科学的な発想のもとに創意工夫に基づく製作活動を行う場を提供し、適切な助言のもとで科学的な見方や考え方及び自主性を育てる。また、作品を完成させる喜びを味わうことで、豊かな人間形成に寄与する。

	平成25年度実施内容
	毎月第２･４土曜日に白鳥本町コミュニティセンターにおいて、会員１４名・指導員１４名で、実施した。
「第６９回香川の発明くふう展」での入賞に向け、それぞれが意欲的に作品づくりを行い、香川県知事賞１名、香川県教育委員会教育長賞１名、東かがわ市長賞１名それぞれ受賞した。

	成果向上に向けた今後の取組
	「ものづくり」に親しむ環境・機会を維持し、より多くの子どもたちに広がるよう、指導体制の充実と興味を持つ新しいテーマを取り入れていけるよう、人材の拡充を行うとともに、周知広報に努める。
土曜日授業やわくわくチャレンジ教室等、他の事業との日程調整を図っていく。


	放課後子どもプラン事業｛１－②再掲｝

（生涯学習課）
	放課後や週末等に子どもたちが安全で安心して、健やかに育まれるよう放課後子ども教室と放課後児童クラブを連携して実施する。
放課後や週末等の子どもたちの適切な遊びや生活の場を確保したり（放課後児童クラブ）、地域の人材の参画を得ながら、学習やスポーツ、文化活動、市民との交流活動などの取り組みを実施（放課後子ども教室）する。

	平成25年度実施内容
	引田小学校区では、放課後児童クラブ、放課後子ども教室を一体的に実施し、コーデイネーターを２人体制にした。

本年度から、大内小学校（誉水小教室及び丹生小教室は学校再編により廃止）で子ども教室を連携して実施し、福栄小学校、三本松小学校では子ども教室と児童クラブを分離して実施した。

子ども教室登録児童数２４８人

児童クラブ登録児童数１６２人(うち教室と重複登録１０９人)

子ども教室学習アドバイザー登録者数９６人

子ども教室安全管理員登録者数７６人
教室開催状況

引田小学校延べ　２４１回

福栄小学校延べ　　３９回

三本松小学校延べ　４２回

大内小学校延べ　１２６回　

	成果向上に向けた今後の

取組
	今後、「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴い、放課後児童クラブの受入対象年齢が全学年に引き上げられることもあり、保護者が求めている放課後の子どもたちの活動や居場所づくりへの意向を把握して、より充実した取り組みとなるよう、事業の見直しを行う。


	放課後児童健全育成事業

｛１－②再掲｝
（子育て支援課）
	放課後の子どもの居場所として、遊具等の充実を図り安全で安心な環境を確保する。今後も待機児童をつくらないことを目指す。

	平成25年度実施内容
	　大内小学校放課後児童クラブを開始した。本町小学校の児童を受け入れている「まつばら児童館」にすべり台を設置し、空調設備の取替工事を行うなど遊具や備品の整備を行った。家庭に代わる居場所として、できるだけ子どもが落ち着ける環境づくりに配慮した。

	成果向上に向けた今後の取組
	　平成２７年度の「子ども・子育て支援新制度」施行に向け、児童の受入年齢引上げや体制整備について検討する。



３－②　特色ある学校づくりに向けた教育環境を整備する

【施策】計画的な学校再編整備による特色ある学校づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	大川中学校区学校再編事業
（平成24年度完了）

（学校教育課）
	大川中学校区の中学校校舎等の施設整備及び統合小学校校舎等の施設整備を実施する。

	平成25年度実施内容
	

	成果向上に向けた今後の取組
	誉水小学校と丹生小学校が統合し、大内小学校が、平成２５年４月に開校し、施設整備は完了した。今後は、施設の機能を十分に活用した教育の充実を図る。


	白鳥中学校区学校再編事業

（学校教育課）
	平成18年3月に策定された「東かがわ市学校施設整備構想」に基づき、協議会等を設置して意見集約を図る。

また、この学校再編事業に必要な学校施設等整備構想を検討する。

	平成25年度実施内容
	

	成果向上に向けた今後の取組
	既存の学校設備の耐用年数や維持管理費等を的確に把握する。



	幼保一体化事業
⇒幼保一元化事業
（子育て支援課）
	最終目標である幼保一元化に向け、前段階の緊急的な措置として、平成２４年度に幼稚園施設の耐震化を目的とした一体化施設の開園を目標とする。また、幼保一元化施設の開園を早期に目指す。

※幼保一元化事業に名称変更する。

	平成25年度実施内容
	大内地区幼保一元化施設建設にかかる実施設計業務を終え、建設工事に着手した（平成２５年度末　進捗率４２．８％）。
また、引田地区については既存の幼保施設を含め、一元化へ向け調査検討業務を実施した。

	成果向上に向けた今後の取組
	大内地区幼保一元化施設（幼保連携型認定こども園）の開園（平
成２７年４月）に向け、子どもの視点に立ち教育、保育双方のよさが生かされた運用であるよう工夫を行うとともに、職員の教育・保育研修の充実を図る。


【施策】学校図書館の整備
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校図書館司書と図書整備事業

（学校教育課）
	　引田小・中学校の学校図書館に図書館司書を配置し、学校図書館の運営を支援する。また、地域のボランティアや読み聞かせグループとの連携を図りながら児童生徒の読書活動の推進を図る。

	平成25年度実施内容
	　引田小・中学校と大内小学校・大川中学校の学校図書館に図書館司書を配置し、学校図書館運営の支援を行った。配架や掲示物等の工夫により児童生徒が入りたくなる図書館環境整備、地域ボランティアによる読み聞かせや読み聞かせグループの協力を得て、読書活動の推進を図った。

	成果向上に向けた今後の取組
	　今後も、図書館司書を配置するとともに、公益財団法人赤澤記念財団による「南原文庫」の寄贈事業を活用し、児童生徒の読書啓発に努める。


【施策】教材、教具の充実による適切な学習環境づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	指導書等配布事業

（学校教育課）
	学習指導要領の改訂により、新たな教科書に対応した教師用指導書を配布し、教員の指導力向上を図る。

	平成25年度実施内容
	本年度使用教科書に変更はないが、少人数指導などにより教師用指導書が必要な学校もあったので、年度末に教師用指導書の過不足の調整を行い、次年度に引き継ぐことができた。

	成果向上に向けた今後の取組
	平成２６年度は、平成２７年度使用小学校用教科書の採択の年に当たるため、次年度から使用の小学校教師用指導書が、全ての小学校にきちんと行き渡るよう調整を行う。


	教材・教具整備事業

（学校教育課）
	　児童生徒への学習指導をより充実させ、効果的に学力を定着させるため、必要な教材・教具の整備を行う。

	平成25年度実施内容
	　予算編成時に、各小中学校からの予算要求に基づき、ヒアリングを行い、教材・教具の整備に努めた。

	成果向上に向けた今後の取組
	　各学校の教材整備状況に応じた教材の整備を段階的に進め、限られた予算の中でより効果的・効率的に教材・教具を整備し、学習環境の充実に努める。



３－③　学びを保障するため教育機会の均等を確保する
【施策】奨学金貸付基金事業の適正運営

	事　業　名
	内　　　　　容

	奨学金貸付事業

（学校教育課）
	東かがわ市に住所を有する学生、生徒のうち、優れた素質と強い向学心を持ちながら経済的理由により修学に困難がある者に対し、奨学金の貸付けを行う。このことにより社会に有為な人材の育成に資するとともに、修学の促進を図る。

	平成25年度実施内容
	貸付人数２８名　貸付金額１６,０８０,０００円

うち、新規貸付人数７名  新規貸付金額３,９６０,０００円
奨学金を借りやすく、返しやすくして向上心を持つ学生の支援を図るため、「１年間」となっている返還猶予期間を「３年間」に延長する「東かがわ市奨学金条例」の一部改正を行った。

	成果向上に向けた今後の取組
	基金を取り崩すことなく、良好な奨学金貸付事業が運営できているが、今後も滞納者を増やさないように、新規に償還開始をする奨学生には、早めの督促を行うとともに、奨学生の新規採用時には、卒業後に奨学金を返還することにより、後輩の奨学生への貸付が成り立っている奨学金制度について、十分に周知する。

また、滞納者に対して、本人及び保護者への職場及び自宅訪問や電話、文書による督促、保証人への納付指導依頼書の送付等、適正な督促を実施することにより、滞納金額の減少に努める。


【施策】児童生徒の就学支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	就学援助費支給事業

（学校教育課）
	小学校及び中学校における義務教育のより円滑な実施に資することを目的に、経済的理由により就学困難な児童及び生徒の保護者に対して、必要な援助を行う。

	平成25年度実施内容
	平成２４年度からの継続認定者に加え、年度途中での申請者について、随時保護者からの聞き取り及び学校長の意見等を勘案し、月毎に認定を行った。要保護認定者は小学校２名、中学校１名、合計３名であった。また、準要保護認定者は小学校 ８８名、中学校 ９４名、合計 １８２名、全児童生徒の約８％である。

	成果向上に向けた今後の取組
	引き続き、真に援助を必要とする保護者に対して、適切な就学支援を行うことで、義務教育のより円滑な実施を図る。


	就学奨励費支給事業
（学校教育課）
	特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、その負担能力に応じ必要な援助を実施する。

	平成25年度実施内容
	６月に該当する保護者に案内し、希望者からの申請書及び世帯の収入状況等により認定を行い、認定者は、小学校２０名、中学校８名の合計２８名であった。

	成果向上に向けた今後の取組
	引き続き必要な援助を実施する。


	幼稚園就園奨励費支給事業

（子育て支援課）
	幼稚園に就園する保護者の経済的負担を軽減するため、世帯所得に応じ必要な援助を実施する。

	平成25年度実施内容
	６月に全保護者に案内し、授業料の減免を希望する保護者の所得状況に応じて経済的負担の軽減を図った。

世帯の所得に応じて減免措置を講じた結果、授業料減免認定者は１５名、全園児の約５％である。

	成果向上に向けた今後の取組
	引き続き必要な援助を実施する。


【事務点検評価委員の意見、提言】
子どもを守り育てる環境づくりの一翼を担っているのが「地域」であるという視点から、今後も地域ボランティア、学校支援ボランティア等の方々と連携した施策が、着実に進行していくと思われる。その中で、「子どもＳＯＳ事業」は、子どもの安全という重要な事業であり、地域でばらつきがないよう協力者を募り連携を図って、子どもたちの安全にしっかり取り組んでいただきたい。
「東かがわ市学校施設整備構想」に沿って、学校再編事業に取り組み、特色ある学校づくりに努めてきていることを、高く評価したい。教育環境の整備も着実に進行しているが、校内図書館や教材、教具の充実など、教育環境を整備していくことは、市民の希望であり、今後とも期待したい。
子どもたちの学びの保障のために、「奨学金貸付事業」をはじめ「就学援助費支給事業」、「就学奨励費支給事業」、「幼稚園就園奨励費支給事業」を通じて、就学支援に一層努めて欲しい。特に、「奨学金貸付事業」は、今後も安易に基金を取り崩すことなく、滞納者にしっかり督促するなど、公正・公平な事業運営に努めていくことを期待する。


４－①　いつでも、どこでも学べる環境をつくる
【施策】図書館や歴史民俗資料館の活用を通じた市民の学習活動の支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	とらまる図書館運営事業
⇒東かがわ市図書館運営事業
（生涯学習課）
	高齢化社会の進行、余暇の増大、市民の生活環境の変化に柔軟に対応するため、サービス機能を充実し、生涯学習の一拠点としての図書館づくりを行う。
※東かがわ市図書館運営事業に名称変更する。

	平成25年度実施内容
	とらまる図書館の実績

貸出人数／１８,２７９人(平成２４年度　１９,３８８人)
　貸出冊数／８９,７１８冊(平成２４年度　９８,９９４冊)
ブックリスト／春・夏・秋に３回実施。小中学校に推薦図書紹

介を実施。
レファレンス／１,２１３件(平成２４年度　１,５６３件)
その他／「子ども読書週間」関連行事、「秋の読書週間」関連行
事を実施。
　他機関等との連携／読み聞かせ(毎月２回　年２４回実施)
　　　　　　　　　　職場体験学習受入
　　　　　　　　　学校等
※レファレンス:図書館の資料を使って調べものや情報探し等をされる方への支援

	成果向上に向けた今後の取組
	市民の生涯学習等の多様な学習要求に応え、利用の促進（利用登録者・年間貸出数等）を図るため、図書館運営について、検討・協議する。
子どもの読書力向上のため、学校との連携を深め、団体貸出などで協力する。
市内の読み聞かせボランティアグループとの連携を図るとともに、グループ員の技能向上を図るため研修等の機会づくりを行う。


【施策】公民館等の活用を通じた地域の学習拠点づくり

	事　業　名
	内　　　　　容

	市民の主体的な学習活動への支援事業
⇒市民の主体的な学習活動への支援及び学習成果の生かせる機会づくり事業
（生涯学習課）
	交流プラザをはじめ、各地区の公民館等は、市民の最も身近な社会教育施設として、自主的な学習の場を提供するとともに多様な学習ニーズに応えるため、学習機会の提供機能の充実と公民館活動の活性化に努める。

※市民の主体的な学習活動への支援及び学習成果の生かせる機会づくり事業に名称変更する。

	平成25年度実施内容
	大内公民館では、中高年のためのパソコン教室等を開催した。

交流プラザでは、地元出身のソプラノ歌手とオーケストラに依頼してコンサートを実施し、自主講座で活動をしている講座生もコーラスに参加し貴重な体験の場となった。「交流プラザパフォーマンス大会」と称して、地元で活動している子ども達に出演してもらい演舞やピアノ演奏、エアロビクスなどを披露した。発表の場を提供でき、多くの参加者から事業の継続を依頼された。
夏休みには、むし博士や科学体験事業を実施した。
また、公民館の職員（臨時）と交流プラザ職員の意見交換会を実施した。

	成果向上に向けた今後の取組
	中核となる交流プラザが主催する催しについて、市民参加型
の催し企画を継続して実施する。
　定期講座(自主講座)について、市民のニーズの情報収集に努め、新たな定期講座が開設されるよう先導する。
　定期講座等での学習成果が様々な機会で生かせるよう人材情報を把握し、共有できるように努める。
市内３公民館の体制に向け、各施設間の情報共有に努める。


【施策】持続可能な社会の構築に向けた教育に関する取組

	事　業　名
	内　　　　　容

	太陽光発電装置を使った環境学習事業
｛２－⑤再掲｝

（学校教育課）
	　全ての中学校に整備した太陽光発電設備を有効に活用し、電力をキーワードとして、環境学習に取組む。

	平成25年度実施内容
	３中学校に整備された太陽光発電設備を活用し、CO2 運動の実践に取組んだ。電気使用量を数値化することで、節電意識が向上した。

	成果向上に向けた今後の取組
	継続して実施する。


	セミナー・講座等の開催促進事業

（生涯学習課）
	　教養講座、文化セミナー、学習セミナーなど、市民の学習ニーズの多様化に応えるため、先導的な各種講座等を実施する。

	平成25年度実施内容
	交流プラザでは、地産地消をテーマに親子料理・お菓子教室を夏と冬に開催した。夏休み特別教室として、「むし博士」「鳥の巣のふしぎ」「科学体験」といったその分野の専門の講師に依頼し、子ども達を対象とした教室を実施した。

	成果向上に向けた今後の取組
	　市民のニーズを把握し、自主講座とは違った内容の講座・セミナーなどをタイムリーに提供するとともに、他の催しや講座・セミナーと内容や参加対象が重複しないよう留意する。


【施策】人権教育や社会的課題に対応するための学習機会の提供

	事　業　名
	内　　　　　容

	しあわせづくり研修会事業
（人権推進室）
	市民を対象とした人権啓発活動として、身近な話題を取り入れた講演会・座談会や出前講座等を実施し、一人一人の人権意識の高揚の推進を図る。

	平成25年度実施内容
	人権問題学習講座（３回）、人権問題夏期講演会、ハートフルコンサート（人権トーク＆コンサート）の開催や、自治会、社会教育団体等の希望する時期や内容で行う「しあわせ講座」等の研修会を実施した。
・人権問題学習講座（３回）　　　 参加人数　　　　 ４２３人
・人権問題夏期講演会　　　　　　 参加人数　　　　 ２４４人
・人権トーク＆コンサート　　　　 参加人数　　　　 １１０人
・しあわせづくり研修会（５０回） 参加人数　   １，３２７人

	成果向上に向けた今後の取組
	人権問題学習講座や各種講演会を継続実施するとともに、市民自らが人権問題を学習する際、啓発用ＤＶＤの貸出し、出前講座及び市内の講師を派遣する取組みを浸透させる。


	保護者対象の人権・同和教育研修会事業
（人権推進室）
	全保育所、幼稚園、小学校、中学校の保護者を対象に、人権啓発推進委員等との交流研修会や講演会などの人権・同和教育研修を実施する。

	平成25年度実施内容
	各学校、幼稚園、保育所において、参観日等に保護者対象の研修会を実施した。また市ＰＴＡ連絡協議会役員会で、しあわせづくり研修会を実施し、人権尊重の意識の高揚を図った。

	成果向上に向けた今後の取組
	より多くの保護者が参加し研修できるよう研修内容や開催日などを工夫する。


	市民指導者の養成事業
（人権推進室）
	人権スキルアップ講座の歴代受講生が啓発活動の指導者として関わる体制をつくり、人権推進の輪を広げる。　

	平成25年度実施内容
	市民で構成している「しあわせづくり講師団」が、自治会や各種団体からの依頼を受け、しあわせ講座講師として出向いた。
　・委嘱講師団　　８人 　・しあわせ講座実施回数　　３２回

	成果向上に向けた今後の取組
	　利用を促進するため、自治会や団体の総会や集会などの案内にあわせて周知し、当該会議の前段等に実施できるよう、働きけかける。
「しあわせづくり講師団」講師の連携と情報交換により、そのスキルアップを図るとともに、新たな講師の発掘を目指す。



４－②　地域に根ざした文化・芸術を振興する
【施策】文化財の適切な保護による次世代への確かな継承
	事　業　名
	内　　　　　容

	引田城址整備事業

（生涯学習課）
	引田城址の国史跡指定を果すとともに、現在行われている引田城址の調査経過や概要を広く周知し、地域の文化財に対する関心を高める。

※「文化財保護事業」を新たに設け、移行する。

	平成25年度実施内容
	○引田城址整備事業
　本年度計画箇所(トレンチ調査3箇所)の試掘調査を実施した。
　国史跡指定に向けて、関係者との協議を継続して実施した。
　広報普及活動では、試掘調査結果を公開するため現地説明会を
実施し、市内外から５０名程度の参加があった。
○讃岐ジオパーク
　見学会(陸地から)「東かがわのジオサイトめぐり」を開催し、

２５名が参加した。
　講演会「讃岐ジオパーク構想とジオパークとしての東かがわの
魅力」を開催し、５３名が参加した。
○手袋道具類の登録
平成２６年３月１０日　登録有形民俗文化財に登録された。

	成果向上に向けた今後の取組
	国史跡の指定が早期に受けられるようボランティアガイドの養成・調査報告書のスケジュール管理・土地所有者の同意・市内外への広報普及活動等を適宜適正に行う。
また、県内の研究者や経済関係者が「讃岐ジオパーク（地質公園）」の世界ジオパーク認定を目指している活動に協力・支援するため、市長部局ともどもその体制など課題の整理をさらに進めるとともに、本市の地質遺産(絹島等)の認知度を高めるため、周知広報活動に取組む。

登録有形民俗文化財の手袋道具類について、手袋工業組合等と連携して、適正な保存や市民への資料活用を進めていく。

なお、本事業も【施策】文化財、文化・芸術を活用した生涯学習の振興に、新たに「文化財保護事業」を設け、移行する。


【施策】文化財、文化・芸術を活用した生涯学習の振興
	事　業　名
	内　　　　　容

	歴史民俗資料館普及活動事業

⇒歴史民俗資料館管理運営事業
（生涯学習課）
	地域の文化財に関する理解を深めるため、歴史民俗資料館で常設展示・企画展示などを行い、展示について広報紙等を利用して市民に周知したり、小･中学校からの見学を受け入れたりして普及活動を行う。

※歴史民俗資料館管理運営事業に名称変更する。

	平成25年度実施内容
	市内外の関係団体の協力を得て、企画展・特別展を計５回開催した。『広報東かがわ』に「東かがわ文化財めぐり」を８回連載し、市内の歴史や民俗を紹介して文化財保護の啓発活動に努めた。

	成果向上に向けた今後の取組
	引き続き、企画展や広報紙連載を行い、啓発・普及活動に努める。
なお、市内にある文化財等の適正な保全・保護について、【施策】文化財、文化・芸術を活用した生涯学習の振興に、新たに「文化財保護事業」を設け、移行する。



４－③　市民一人一人が日常的に楽しめる生涯スポーツを振興する
【施策】地域におけるスポーツ・レクリエーション活動の普及
	事　業　名
	内　　　　　容

	総合型地域スポーツクラブ事業

（生涯学習課）
	市民がそれぞれの体力や年齢、技術、趣味、目的に応じて、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに楽しむことができる生涯スポーツ社会を実現するため、スポーツやレクリエーションを気軽に楽しむ機会や情報を提供する。

	平成25年度実施内容
	　市内スポーツクラブ（３クラブ）について、現状把握やクラブの課題等についてのヒアリングを実施し、それぞれの運営方法や活動状況を確認した。

	成果向上に向けた今後の取組
	総合型地域スポーツクラブの役割(活動の場づくり)を明確にするため、関係クラブとの意見交換を図っていく必要がある。

なお、東かがわ市スポーツ振興計画(平成１７年度から平成２６年度１０か年計画)に引き続き、平成２６年度に、第２次東かがわ市スポーツ振興計画を検討するので、その計画を当該計画に盛り込む。


【施策】スポーツ・レクリエーションの指導者の養成と活用

	事　業　名
	内　　　　　容

	指導者の養成・確保事業

（生涯学習課）
	体育協会、スポーツ推進委員会、各競技団体の連携を一層深め、相互の計画的な研修に努めることにより、指導者としてスポーツに関する幅広い知識を習得するとともに、地域のスポーツ指導者の発掘と養成に努める。また、市民が主体となって行うスポーツイベントを開催し、誰でも気軽にスポーツができる環境づくりを行う。

	平成25年度実施内容
	　本町及び白鳥小学校の土曜日授業における体育の授業の外部講師として、スポーツ推進委員が引き続き指導にあたり、学校の授業にはないニュースポーツ等を指導した。

本町小学校　年間日数１５日　延べ参加推進員数 １５８人
白鳥小学校　年間日数２０日　延べ参加推進員数 １３２人
　ラジオ体操公開放送参加
市民ウォークの開催運営
　四国スポーツ推進員研修会(愛媛県)参加
　全国ソフトバレーシルバーカップ運営支援
　市子ども会育成連絡協議会主催行事の支援
　カローリングの普及のための出前指導(２回)
　香川県立香川東部養護学校へのカローリング指導　ほか

	成果向上に向けた今後の取組
	　外部講師として依頼がある小学校の土曜日授業に対応するため、スポーツ推進委員にさらなる研修機会を設け、地域のスポーツ指導者としての自立を促進する。
　また、体育協会は、生涯スポーツの振興のため、指導者の発掘や新たな企画提案に努め、組織の基盤強化を進める。更には、スポーツ推進諸団体間の情報共有や人的サポート体制を充実させるため、スポーツ団体の連携した取組みが行えるよう協議を図っていく。
　なお、東かがわ市スポーツ振興計画(平成１７年度から平成２６年度１０か年計画)に引き続き、平成２６年度に、第２次東かがわ市スポーツ振興計画を検討するので、その計画を当該計画に盛り込む。



４－④　スポーツ施設の整備充実と競技力向上のための環境整備を図る
【施策】スポーツ施設の適正な管理運営と利用促進
	事　業　名
	内　　　　　容

	スポーツ施設の整備充実事業

（生涯学習課）
	市民が日常的にスポーツ活動を行う場として、老朽化が進んでいる体育施設の計画的な整備に努めるとともに、総合型地域スポーツクラブの育成とあわせて、その拠点となる場所や事務局の受け皿を確保できるよう検討する。更に、子どもから高齢者まで、市民が気軽に取り組めるニュースポーツの振興を図るため、体育施設や学校施設及び設備や用具を計画的に配置できるよう努める。

	平成25年度実施内容
	　スポーツセンター整備事業により、市内体育施設等の改修工事を順次実施した。また、「公園施設長寿命化計画」の精査により、次年度以降の整備計画を把握できた。

	成果向上に向けた今後の取組
	　市内の体育施設は、平成３年度までに建設されている施設が多く、老朽化が進んでいるため、今後施設の稼働率に鑑み、施設の統廃合も含めた検討を行う。
　策定した長寿命化計画（平成２３年度からの１０年間）を基に、指定管理者と十分協議し、施設整備を進めるとともに、平常時における施設器具等の安全管理指針を作成する。
　なお、東かがわ市スポーツ振興計画(平成１７年度から平成２６年度１０か年計画)に引き続き、平成２６年度に、第２次東かがわ市スポーツ振興計画を検討するので、その計画を当該計画に盛り込む。


【施策】指導者の養成・確保
	事　業　名
	内　　　　　容

	指導者の養成・確保事業

（生涯学習課）
	指導者としてスポーツに関する幅広い知識が習得できるよう、体育協会、スポーツ推進委員会、各競技団体の連携を一層深め、相互の計画的な研修を実施する。また、スポーツ・レクリエーション関係団体・機関の連携を図りながら、地域のスポーツ指導者の発掘と養成を実施する。

	平成25年度実施内容
	体育協会事業委託により、各種目別スポーツ大会及び地区体育協会主催のスポーツ大会が開催された。
ニュースポーツの推進や、市民がだれでも参加できる生涯スポーツの啓発が図れた。

	成果向上に向けた今後の取組
	体育協会やスポーツ財団との連携により、市民が気軽に参加することのできるスポーツイベントを計画し、生涯スポーツの推進を図る中で、地域や競技種目それぞれのリーダーの養成確保に資することを目的に引き続き事業を実施する。
なお、東かがわ市スポーツ振興計画(平成１７年度から平成２６年度１０か年計画)に引き続き、平成２６年度に、第２次東かがわ市スポーツ振興計画を検討するので、その計画を当該計画に盛り込む。


	スポーツ少年団指導者育成事業

（生涯学習課）
	各種スポーツの基盤となるスポーツ少年団の指導者育成により、指導者としての人格や識見、豊富な知識や能力の向上を図る。また、競技枠にとらわれることなく、定期的な講習会等を実施することにより、指導者間のネットワークを確立し、次世代の指導者養成を実施する。

	平成25年度実施内容
	「柔道の輪を世界に繋げる会」と共催でスポーツフォーラムを開催し、スポーツ少年団をはじめ各種団体の指導者対象の講習会に約１００名の参加があった。
講習会は、最前線で活躍する講師の先進的な講義を直に受講することができ、スポーツに関する基本的な知識や情報を指導者へ提供した。

	成果向上に向けた今後の取組
	スポーツ少年団指導者の資質向上のため、引き続き年２回講習会を実施していく。
なお、東かがわ市スポーツ振興計画(平成１７年度から平成２６年度１０か年計画)に引き続き、平成２６年度に、第２次東かがわ市スポーツ振興計画を検討するので、その計画を当該計画に盛り込む。


【施策】学校部活動の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	中学校部活動助成事業

（学校教育課）
	中学校生徒の部活動に対し、必要経費の補助を行うことにより、部活動の活性化を図るとともに、生徒の活動を援助する。

	平成25年度実施内容
	東かがわ市立中学校部活動助成金交付要綱に基づき算定した補助金を引田中学校部活動後援会に６５２千円、白鳥中学校部活動後援会に７９１千円、大川中学校クラブ後援会に８７５千円をそれぞれ交付した。その結果、部活動の大会遠征費等の活動経費として利用され、各中学校における部活動の活性化に資することができた。

	成果向上に向けた今後の取組
	引き続き、東かがわ市立中学校部活動助成金交付要綱に基づき算定した補助金を各中学校部活動後援会に交付し、部活動の活性化を図るとともに、生徒の活動を支援する。


	教育振興補助金交付事業

（生涯学習課）
	教育、文化、芸術、体育、スポーツの各種団体が大会等に参加する経費を補助金として交付する。

	平成25年度実施内容
	教育、文化、芸術、体育及びスポーツの振興に寄与するため、第５１回四国中学校総合体育大会 外１２大会に参加した経費について、白鳥中学校外２中学校及び大内空手スポーツ少年団外７少年団に対し、教育振興補助金を交付した。

	成果向上に向けた今後の取組
	　引き続き、対象者に対して、補助金を交付し、教育、文化、芸術、体育及びスポーツ等の生涯学習活動の振興に寄与する。
　なお、東かがわ市スポーツ振興計画(平成１７年度から平成２６年度１０か年計画)に引き続き、平成２６年度に、第２次東かがわ市スポーツ振興計画を検討するので、その計画を当該計画に盛り込む。


	スポーツ・芸術文化振興賞賜金交付事業

（生涯学習課）
	全国大会以上の各種大会に出場する個人に対して、賞賜金を交付する。

	平成25年度実施内容
	　健全なスポーツの振興及び競技力の向上並びに、芸術文化の振興を図るため、第６８回国民体育大会 外１５大会 に出場した個人(７６名)に対して、スポーツ・芸術文化振興賞賜金を交付した。

	成果向上に向けた今後の取組
	　引き続き、対象者に対して、スポーツ・芸術文化振興賞賜金を交付し、健全なスポーツの振興及び競技力の向上並びに、芸術文化水準の向上を図る。
　なお、東かがわ市スポーツ振興計画(平成１７年度から平成２６年度１０か年計画)に引き続き、平成２６年度に、第２次東かがわ市スポーツ振興計画を検討するので、その計画を当該計画に盛り込む。


【施策】関係団体との連携
	事　業　名
	内　　　　　容

	社会体育部活用事業
｛１－③再掲｝

（学校教育課）
	　中学校部活動において、多様なニーズに対処し、社会体育と一体化した活動が可能となるよう、保護者・外部指導者・学校の共通理解を促し、生徒の健全な活動を推進する。

	平成25年度実施内容
	剣道、ソフトテニス、水泳、野球、バドミントン、卓球、柔道、バレー等の部活動に外部指導者を要請して活動している。

	成果向上に向けた今後の取組
	継続して実施する。




	全国青年大会事業
（生涯学習課）
	全国青年大会に選手役員等、県代表として参加する市内の青年団体に対し、参加費の一部を助成し、青年の意識の高揚を図る。

	平成25年度実施内容
	　青年団体の活動の振興に寄与するため、第６２回全国青年大会に参加した２団体に対し、スポーツ・芸術文化振興賞賜金を交付した。

	成果向上に向けた今後の取組
	　今後も、青年が地域活動、まちづくりの担い手として交流できる機会が提供できるよう検討する。
　なお、東かがわ市スポーツ振興計画(平成１７年度から平成２６年度１０か年計画)に引き続き、平成２６年度に、第２次東かがわ市スポーツ振興計画を検討するので、その計画を当該計画に盛り込む。


【事務点検評価委員の意見、提言】

文化行事や講座に、市民が積極的に参加・活動していることは、生涯を通じて学べる場が、適切に提供されているものとして、高く評価するものである。市民の生きがいへの志が、地域の教育力や文化の発展に広がり、貴重な人材の育成ともなるものと考える。特に、人権研修講座などは固いイメージがあるが、「しあわせづくり研修会」のように身近なテーマに即した取り組みは、大いに評価できる。
本年は、瀬戸内海国立公園指定８０周年という絶好の機会であり、引田城址が国指定の史跡になるようさらに尽力していただきたい。なお、市内には、引田城址がある城山をはじめ、引田不整合、鹿浦越のランプロファイヤ岩脈、絹島・丸亀島の玄武岩の柱状節理などが讃岐ジオサイト（地質名所）を形成しており、自然遺産の宝庫である。県内の研究者や経済関係者が、讃岐ジオパーク（地質公園）の認定（世界遺産）を目指している活動に、市長部局とともに支援していくことを重ねて要請したい。
市民一人一人が自分に適ったスポーツを選択し、生涯にわたって楽しんでいけるようスポーツ・レクレーション活動の普及と指導者の養成において、十分成果を上げているものと思われる。今後とも、市民が健やかな身体と康らかな心を持つことができるよう、スポーツ施設の利用促進と適切な管理運営に一層進めていただきたい。また、青年が地域活動やまちづくりの担い手として活躍できるよう、「第２次東かがわ市スポーツ振興計画」の検討にあたっては、さらなる市民の意欲に応えられるよう、工夫を望みたい。








































































































































































基本方針４　生涯を通じて学び続ける環境を整備する
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基本方針３ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに、質の高い教育環境を整備する
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基本方針２ 個人の人格を尊重しつつ能力を伸ばし、社会の一員として生きる基盤を育てる
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基本方針１　地域全体で教育の向上に取組む
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基本方針４　生涯を通じて学び続ける環境を整備する
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